高橋知事の泊３号機のプルサーマル計画受け入れ表明に断固抗議し、撤回を求める声明

　本日午後、高橋知事は、道議会において、北電の泊３号機でのプルサーマル計画に対して事前了解をする旨の答弁を行った。すでに破綻している核燃料サイクル計画という国策に追随し、北海道の自然や文化、道民の命と安全な生活を保障する自らの責務を放棄した高橋知事に対して、私たちは強く抗議するとともに直ちに撤回することを求める。
　国や道、北電が、自らに都合の良い数字によってプルサーマルの安全性を殊更強調し、実体の伴わないまやかしのリサイクル論によりその必要性を主張しても、多くの道民の不安は払拭されることはなかった。このことは、私たちが取り組んだ２つの反対署名において、個人１０万筆以上、団体２５００以上が集約されたことからも明白である。私たちは、このような多くの道民の声を背景に、知事に対しプルサーマル計画の必要性や経済性に関する道独自の検討の実施、道民の意見を把握するための意識調査や世論調査の実施などを求めてきた。それにもかかわらず、このような道民の意見を無視し、一部の推進派による限られた論議に対してのみ耳を傾ける知事の政治姿勢は、道民にとって危険なものでしかない。

　北電のプルサーマル計画は、ウラン炉として設計された泊３号機で想定外に実施しようとするものであり、そもそも世界的にも実績はなく、原子炉の安全性の余裕を削ることに他ならない。プルサーマル計画は、実証試験も行われていない危険な実験であり、使用済核燃料の処理法の実用化する目処すらたっておらず、これを安全とすることは断じて容認できるものではない。また、万一、事故が起きた場合、後志管内の市町村のみならず札幌市、北海道全体に甚大な被害をおよぼす危険なプルサーマル計画を北海道において実施しなければならない理由は断じてない。

　国は、「温暖化対策」や「原子力ルネッサンス」などをねつ造するとともに、財政逼迫に苦しむ自治体に交付金問題をちらつかせ原子力政策推進に固執しているが、事業者による隠蔽、相次ぐ事故、度重なる地震や想定外の事態などにより、すでに破綻していることは明らかである。今こそ、多くの自然エネルギーに恵まれた北海道は、原発を必要としない代替エネルギーの開発、普及の道を選択すべきである。

　プルサーマル計画は、すでに世界中が撤退もしくは廃止を決めているものであり、道民に一切諮ることなく、知事が国策を理由に安易に受け入れたことは、未来に渡って緑豊かな北海道で安心して暮らしたい全道民の願いを踏みにじったものであり、断じて容認できない。私たちは、知事によるプルサーマル計画に対する事前了解の白紙撤回と、北電のプルサーマル計画の即時中止を道民に訴え、さらにプルサーマルをはじめとした国の原子力政策の転換について国民的な議論を行うことを求め引き続き運動をすすめる。
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